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＜要約＞
厚生労働省では、ＩＣＦの普及及び推進を目的に、公開シンポジウム（①）や国内の専門家から
成るＩＣＦ（生活機能分類）専門委員会（②）を社会保障審議会統計分科会の下に組織して運営し
ている。また、本年度は、ＷＨＯからの調査依頼に基づき、医療現場等でのＩＣＦの利活用状況を
把握するためのＩＣＦサーベイ（③）を国内に展開し、以下のとおり回答状況を取りまとめたところ
である。

厚生労働省のＩＣＦに関する
取り組み

①当省が主催するＩＣＦに関するシンポジウム（タイトル）のこれまでのあゆみ

第１回 平成22年１月 共通言語としてのＩＣＦの教育・普及を目指して

第２回 平成23年１月 共通言語としてのＩＣＦの教育･普及を目指して

第３回 平成24年12月 実用化に向けた課題と対策について

第４回 平成27年３月 共通言語としてのＩＣＦ普及の新時代を拓く

第５回 平成28年２月 環境因子としての支援機器の可能性について

第６回 平成29年３月 （ＩＣＦの）具体的活用事例

＜シンポジウム会場の雰囲気（第６回）＞

②当省が事務局として運営するＩＣＦ専門委員会の委員12名

石川 広己、出江 紳一、井上 剛伸、大谷 俊郎、奥平真砂子、小原 秀和

鎌倉やよい、才藤 栄一、齋藤 秀樹、中村 耕三、橋本 圭司、林 玲子

③ＩＣＦサーベイの結果

１．ＩＣＦの使用期間 ２．ＩＣＦの用途

１年以上３年未満

３年以上５年未満

５年以上

１０年以上 １年未満

臨床現場

疫学

統計

認定基準

教育

その他の政策立案
保健政策立案

はい

いいえ

３．ＩＣＦデータの収集源 ４．ＩＣＦ評価点の活用有無

本人の自己申告

代理人による申告

専門家

文献調査文章、報告、
経験談

データ収集は
行っていない

本年７月にＦＤＲＧ事務局より、ＩＣＦの
認知度や活用度を調査するため、メンバー
国にＩＣＦサーベイが送付された。当室で
は、第６回シンポジウムの参加者を中心に
調査用紙を配付し、約200人から回答があっ
た。回答者の大半は医療機関に従事してい
る20～40代の者であり、主な回答の内訳は
下記コメントと共にグラフにて表示した。

１．ＩＣＦの使用期間
ICFを使い始めてからの期間は「５年以上」
が全体の３割を超えて最も多く、次いで
「１０年以上」であった。
２．ＩＣＦの用途
ICFを使用する用途は、「臨床現場」が全体
の７割を超えて最も多く、次いで「教育」
であった。
３．ＩＣＦデータの収集源
ICFを使ったデータ収集をしている場合の
データ源は、「本人の自己申告」によるも
のが約２割と最も多いが、全体では、
「データ収集は行っていない」が約半数を
占めていた。
４．ＩＣＦ評価点の活用有無
ICFの評価点の活用について、実際に使用し
ているケースは全体の約２割程度と少数で
あった。
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